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ケインズ経済学と社会的勢力

吉　村 弘

1．まえがき

現代はあ臆味で「経群の貧困」の時代である・より醜には・従来の

経済学への批判はあるが，それに代る接近法を提示するにはいたらず各烙

様の試みをなしているという意P・k　〈“’「混迷ないしi莫索」の時代という方がい

いかも知れない．従来の経済学とほ，ここでは新古典派経済学・ケインズ経

済学および縮典騰合を主として鰍しているが・それらに対する疑いは・

私の属する研究グループの中では，6・年代i麦半のちょうど「大学紛争」の時

期ごろか狽体的に現れつつあったよう1こ思う・そ磯いは・嬉社会資

71　：，インフレーシ。ンおよび高獄長政策への反省などに裏づけられたもの

であった．それを通じて得た主要な帰結は，「市場機構の再検討」と「繍の

公的コント。一ルないし計画」につ・・ての研究が緊急かつ重要な課題である

ということであった。

　ともあれ，「経済学の危機」が全面的に問題とされるようになった契機は・

71年のアメリカ経済学会におけるJ．・ビンソンとG・ミュルダールの醐

的嫌演である曾瀦は濯論と猴とのギャップを指摘しつつ・分配論の

①

論』，1972年11月．G．　M・・d・1，・R・・p・nse・t・1・t・ω・・ti・n・・Ameri・an・Ec・n・mic　Review・

P。P。，s　and、P，。㏄・di・g・，　th・，1972．中央嫌編集鰍「現代経済学の責任」『中央公・

潔鷲謙先立つて近代贈の体系的な反省を試みた村上泰亮「近代購の

　可能性と限界」『中央公論』1971年4鳳は特筆されなくてはならない。
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重視，分配論と生産理論との結合および政治的社会的要素の重視されるべき

ことを主張しているが，それは，「市場経済制度」に対する不信とくに平等・

公正という観点からの不信に裏づけられている。

　一方，現実の経済は，インフレーション，環境破壊，社会資本，資源，福

祉など多くの問題を経済学につきつけている。その現実の経済に対する政策

の理論的基礎は，戦後の高度成長時代を通じて，「市場経済制度」にささえら

れたケインジアンの経済学であった。現実経済がつきつけている問題にかん

がみてケインズ経済学は再検討されなくてはならない。J．ロビンソンの言

葉を借りれば，経済学は，1930年代の大不況のとき「雇用の水準を説明でき

なかった」ために第1の危機に直面し，それにはケインズ経済学という形で

応ええたけれども，現代は「雇用の内容を説明できない」ために生じる危機

（第2の危機）に直面しているということになる。

　したがって，第1の危機を乗りきることができたケインズ経済学は，その

理論のいかなる性格のゆえに危機を乗りきる（すなわち雇用水準を説明する）

ことができたのかを，現在あらためて問い直してみることは，主としてその

ケインズ経済学によって運営された現代経済がつきつけている問題に答える

ためにも，また「経済学の第2の危機」を乗りきる「新しい経済学」を創り

出すためにも，意義あることと思われる。本稿の目的は，このような背景に

もとついて，ケインズ経済学が現実の雇用水準を決定することができたのは，

したがって「古典派」経済学のなしえなかった「失業」の説明とその解消策

を提示することができたのは，その経済学のいかなる性格のゆえであるか，

を明らかにすることである。そのことは同時に「ケインズ革命」の核心を明

らかにすることでもあり，また雇用水準，所得水準の決定における「ケイン

ズ的」な労働供給関数，貨幣需要関数および貯蓄投資均等式の意義を明らか

にすることでもある。

　この本稿の目的に対するダイレクトなアプローチは第8節以後で行なわれ

る。それに先立つ数節は，それ以後で行なわれる論点を説明するための手段

である。
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2．貨幣賃金率の硬直性と非自発的失業

　ケインズの労働供給関数は普通第1図に示すような形が想定されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊ここで，ある労働量N慧では貨幣賃金率は一定であり，そのNは完全雇用労

働量を示すとされている。そしてA点より右では労働供給関数は右上り（図

のようにNs軸に垂直（労働供給が完全に非弾力的）ではない）と考えられて

いる。

第1図
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N・　（労働供給量）

　　　　　　　　　　＊　ところで第1図のNは完全雇用を意味するといえるであろうQ・。ケインズ

の完全雇用は非自発的失業の存在しない状態である曾一方非自発的失業の定

義は次のとおりである6＠

　「もし賃金財の価格が貨幣賃金に比してわずかに騰貴した場合に，その時

　の貨幣賃金で働こうと欲する総労働供給と，その賃金で雇おうとする総労

　働需要とがともに，現存雇用量よりも大であるならば，人々は現に非自発

　的に失業しているのである。」

＿　　　　　－②ケインズは非自発的失業を定義したあとで次のようにのべている。「この定義からする

　と，第二の公準が意味する実質賃金と雇用の限界不効用との均等性は，これを現実に即

　して解釈すると，「非自発的」失業は存在しないというに等しいことになる。この状態を

　われわれは「完全」雇用といおう。」J。M．　Keynes，　The　General　Theory　Of　EmPloyment，

　Interest　and　Money，　p．p．15～16．塩野谷九十九訳『雇用・利子および貨幣の一般理論』

　東洋経済新報社，p．18．

③The　General　Theory　p．15．邦訳p．16．
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ここで，

N。（w）：労働供給N、は貨幣賃金率wの関数である，

N（里P）：労働需要Nは古典派の第1公準（収髄減下の利潤鰍条件）より

　　　実質賃金率w／Pの関数である，

W1

Wo

襲
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第3図

N、（w）

No　　N，

とすると，上述の定義によって第2図

のB点は完全雇用点ではない。その理

由は次のとおりである。第3図は第2

図における縦軸を実質賃金率になおし

たものであり，収穫逓減が仮定されて

（里Pl）いるので労働需要曲線は右下りとなっ

　　　ている。ここでBはB’に，CはC’にそ

N，Nれそれ対応している。第2図でBから

　　　Cへの変化は第3図の対応する動きか

　　　らわかるように実質賃金率の低下と結

　　　びついている。このことより，Bかち

（1P）

Ns，N

Cへの変化は，「賃金財の価格（p）が貨

幣賃金率に比してわずかに騰貴した場

合に（実質賃金率が塾Lから璽L
　　　　　　　　　　Po　　　　　　　　　　　　　　　P1

へ低下した場合に），その時の貨幣賃

金w1で働こうと欲する総労働供給

（N。曲線上のC点に対応するN1）と，

その賃金（W1）で雇おうとする総労
　　　　　P1

働需要（N曲線上の点Cに対応するN1）とがともに，現存雇用量（N。）よりも

大である」ことを意味する。ゆえにB点は非自発的失業点であり，完全雇用

点ではない。ケインズは「有効需要が不足している場合には，現存実質賃金

以下の賃金でも喜んで働こうと欲する人々が失業しているという意味におい

て，労働の過少雇用が存在する」（The　General　Theory，　P．989　）とのべて

いるが，B点はこういう状態に他ならない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ns

　この定義からすれば，第1図のような貨幣賃金率の関数として表わした労

働供給関数は，ある点において上方（又は右方）にとった接線の傾きが無限

大（完全非弾力的労働供給）でないかぎり，その点は完全雇用点ではない。

すなわち，第4図において，AE上の点以外は，　DA上の点でもFAG上の

点でも，すべて完全雇用点ではない。AE上の点は完全雇用であり，　DA上

およびFAG上の点はそうでないことは，「貨幣をもって測られた有効需要の

増加に応じて，貨幣賃金が賃金財の価格騰貴と完全に同じ割合で騰貴せざる

をえない最後の臨界点たる完全雇用……」（The　General　Theory，　P・301　）と

のべられていることからもわかる。注意すべきことは，DAのように貨幣賃

金率が硬直的であろうとFAGのように伸縮的であろうと，それにはかかわ

りなく，貨幣賃金率の関数としての労働供給が完全非弾力の状態（AEはこ

の状態を表わしている）以外は完全雇用ではないということである。

　ゆえに第4図で，労働供給関数をDAEとするか，またはFAEとしたど

きは，A点は完全雇用点であり，その左はすべて失業点である。しかし，労

働供給関数をDAGとするか，またはFAGとしたときは，すべて失業点で

あり，完全雇用点はないことになる。

　したがってまた，不完全雇用（失業）均衡を説明するさいの労働供給関数

は，貨幣賃金率の硬直性を前提とした関数（DAを含む関数）とするか，ま

たは伸縮性を前提とした関数（FAを含む関数）とするかは問題ではなくな

る。ただし，後の議論との関連で注意すべきことであるが，ここでいう貨幣
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賃金率の硬直性は，一定の貨幣賃金率のもとでさらに労働供給がある場合（第

4図のDA）のことであり，伸縮性は，労働供給の増加が貨幣賃金率の増加

と結びついている場合（第4図のFAG）のことであって，関数自体のシフ

トを意味しているわけではない。

　ケインズ自身は貨幣賃金率が硬直的な場合も伸縮的な場合も両方ともに想

定しているが，④いずれかの場合でなければ失業が説明できないというわけで

はなく，その意味で，貨幣賃金率の関数としての労働供給関数において貨幣

賃金率が硬直的か伸縮的かということは，本質的に重要な問題ではない。

　ところで，貨幣賃金率の硬直性の根拠としては次の3つが考えられる。

　1．不確実性の強い現実の経済で価格（この場合は貨幣賃金率）の調整速度　、

　　を無限大とみなすことは非現実的であるということ曾

　2．市場に独占的・寡占的性質（この場合は労働組合の抵抗）があること。

　3．ケインズの場合は，古典派とちがって，たとえば等しく8時間労働に従

　　事する労働者の数が労働量として考えられており，したがって完全雇用

　　までは，すべての労働者が，すでに就業している労働者と同一の貨幣賃

　　金で労働を供給するものと想定されていること9

　以下では，貨幣賃金率の関数としての労働供給関数は，伸縮的貨幣賃金率

の場合（第4図のFAE）を想定して論をすすめるが，その帰結は，上での

べた理由により，硬直的貨幣賃金率の場合（第4図のDAE）についても妥

④「……われわれの想定をさらにいっそう単純化して，（→使用されていないすべての資源

　は同質的であって，欲求されているものを生産する効率において代替可能であり，（⇒限

　界生産費に入る生産諸要因は，使用されていないそれらの余剰の存するかぎり，同じ貨

　幣賃金で満足する，と想定しよう。この場合，何ほどかの失業の存在するかぎり，われ

　われは不変の収穫と非伸縮的な賃金単位とをもつことになる。」The　Generat　Theory，

　P．295．

　「賃金単位が完全雇用の実現する前に騰貴の傾向を示すであろうということは，ほとん

　ど注釈または説明を必要としない。……有効需要の如何なる増加も，一部分は賃金単位

　の上昇傾向を満足させることによって吸収されるであろう。」The　General　Theory，　p．301．

⑤小泉進「ケインズ革命」稲田献一・岡本哲治・早坂忠編『近代経済学再考』，有斐閣，

　1974年，p．72．を参照．

⑥宮崎義一・伊東光晴『コンメンタール，ケインズー般理論』日本評論社，1964年，p．57

　を参照．
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当する。

3．労働供給関数と貨幣需要関数

　周知のように，ケインズ理論と古典派理論のモデルにおける前提の相違は，

労働供給関数と貨幣需要関数に端的に表わされている。労働供給関数は・ケ

インズでは貨幣賃金率の関数であり，古典派理論では実質賃金率の関数である曾

また，貨幣需要関数としては，ケインズは流動性選好説をとり，古典派は貨

幣数量説をとる。

　他方，両理論の帰結の主要な相違は，雇用理論と利子理諦に現われている。

すなわち雇用理論としては，ケインズでは不完全雇用均衡がありうるのに対

して，古典派では完全雇用均衡だけしかありえない。また利子理論としては，

ケインズの貨幣利子論と古典派の実物利子論が導出される。

　前提と帰結の相違を表にすれば次の如くである。

関　数　関　係　の　相　違 帰　結　の　相　違

労働供給関数 貨幣需要関数 雇　用　論 利　子　論

ケインズ 貨幣賃金率の関数 流動性選好説 不完全雇用均衡 貨幣利子論

古典派 実質賃金率の関数 貨幣数量説 完全雇用均衡 実物利子論

　ここで労働供給関数および貨幣需要関数として次頁の第5・6図のような

場合を想定する。

　ただし，w：貨幣賃金率，　P：物価，　N、：労働供給量，　r：利子率，　Lw：

賃金単位で測った貨幣需要量，Yw：賃金単位で測った所得，　L2w：流動性選

好による貨幣需要（賃金単位表示），Liw：取引および予備的動機による貨幣

需要（賃金単位表示），k：マーシャリアン々。

⑦前節でのべた理由により，貨幣賃金率の硬直性は，ここでは相違点としてとりあげな

　い。

⑧前節でものべたようにN。（w）型労働供給関数は完全雇用Nノまで硬直的（水平）であっ

　ても以下の推論に相違は生じない。
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　　　　第5図

Ns

一1！c．

P

第6図

　　LiW

　　　　　　　　　　　　　　　　L2w

　　　　Lw（YUt　，r）＝Llw十L2w

　　　　Lla（Y”，r）型貨幣需要関数

これより次のような4つのモデルをうる。

・㈲型労働供給関数

㈲

Lw（Yw）＝Llw

Lw（Yの型貨幣需要関数

N，

Yω

Ns（w）型 N（勤型

Lω（Y勘r）型 モデルA モデルB貨幣需要

関数 Lω（Yの型 モデルC モデルD
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　4つのモデルのうち，モデルAがケインズ型モデルであり，モデルDが古

典派型モデルである。モデルBおよびCは中間型モデルであるが，この中間

型モデルを併せ考察することによって，ケインズ型および古典派型モデルの

性格をいっそう明確にすることができるのである。以下の4つの節では，こ

れらのモデルを順次考察することによって，上述の本稿の目的に接近してゆ

くための準備を整えることにしよう。

4．モデルA（Ns（w）－Lw（Y．　r）型モデル）

次のようなモデルを想定する。

①y＝f（N），f’（N）＞0，f”（N）〈0

②w＝f’（N）
　　　P

③Ns＝N。（w），　N急（w）≧0　　　　　　 ・

④NニN。

⑥￥－Lw（Y…》L・1≡畿〉αL麗≡∂霧・≦・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
⑦Y・≡書y

　ただし，y：実質所得（物量生産高），　Sw：賃金単位表示の貯蓄額，1”：賃

金単位表示の新投資額，M：貨幣供給額．

　①式は通常の生産関数である。②式は収穫逓減下での利潤極大条件である

古典派の第1公準を意味している。これは，所与の実質賃金率のもとでの企業

の労働需要態度を示す9③式は労働供給態度を示し，④式は労働市場の均衡

条件を示す。⑤式は生産物市場の均衡条件を示し㌧⑥式は貨幣市場の均衡条

⑨f”（N）＜0より②の逆関数N＝f’　”（｝）が存在する。
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件を示す。③式のN。（w）と⑥式のLw（Yw，r）については上述の第5図と第6

図ような関係が想定されている。Mをパラメーターとすれば，未知数7個

（y，N，　N。，　P，　w，　Y。，　r），関係式7個であり，体系は完結的である。

　このモデルにおける解，とくに雇用量の決定は第7図によって示される。

　まず第2象現は企業の均衡を示す。すなわち利潤極大をもたらす（②式を

みたす二第1公準をみたす）賃金単位表示の所得と雇用の関係が曲線｛①②

④此

t①②⑦｝ Yw 第7図
Y．

　　ゆ②③④⑦｝

　　　　　ゆ②③④⑦1　　　　　　・（Y…w’）
一二濫ζ＝2＋＿＿＿，一＿一＿％　　　。（Y。の
一一一 7－←－　E・一一→一一一一一一一一一一一一一一一一一一一Y品

　　　　　　　　　　　　　1「〈Lw・夢＞Lω　　　Sw＞lw
　　　　　　　　　　　　　　⑥　　Swくlw⑤

r（Yw，ωノ）

③

⑦｝によって表わされている。この曲線は右上り（両変数が増減をともにす

る）である讐これは「ケインズの総供給関数（aggregate　suPPIy　fu　nction）」

に他ならない。次に，第3象現は労働者の均衡を示す。最後に第1象現は，

体系の一般均衡を示す。すなわち，まず，第2・第3象現に示されている企

業と労働者の均衡を同時にみたす（＝＝労働市場を均衡させる＝②，③，④式

をみたす）貨幣賃金率と賃金単位表示の所得との関係が曲線｛①②③④⑦｝

で表わされている。この曲線は，完全雇用賃金率wfまでは右上りで，それを

⑩’ ①②⑦式より，Yω＝織1，ゆえに，　f”（N）＜0を考慮して，兼；1－（鍔・＞1。し兇

がってまた（o②＠1の鱒は4seより大きい・また・Y・－N一騨であるから・　＊1」

　潤（pf－wN）が正であるがきり，　Yw＞Nであり，　｛①②⑦｝は45°線より上にある。

　この2つの性質は，「ケインズの総供給関数」の性質として周知のものである。
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越えると水平となる曾次に生産物市場と貨幣市場を同時に均衡させる（＝⑤，

⑥式をみたす）貨幣賃金率と賃金単位表示の所得との関係が曲線｛⑤⑥｝で

表わされている。この曲線は，貨幣賃金率のある水準w＊以上については右

下りであり＠それ以下については水平となる響この両曲線の交点Eは・労働市

場，生産物市場および貨幣市場の3つの市場を同時に均衡させる（体系の一

般均衡である）貨幣賃金率w°と賃金単位表示の所得Y物を示している。

　こうして決るY易（有効需要）に対しては，第2象現の「ケインズの総供給

関数」　｛①②⑦｝を通じて（すなわち企業の均衡二利潤極大をもたらすよう

に），労働需要N°が対応している。他方，第1象現で決る貨幣賃金率w°に対し

ては，第3象現の労働供給曲線③を通じて，労働供給量N9が対応している。

　ところで，③式で示される労働供給関数のもとでの完全雇用は点Aである

から，上のようにして決る雇用量（それは②，③，④式をみたしているので

労働市場を均衡させている）のもとでは，Nf　一　N2で示される失業く第2節で

示したように，この失業は非自発的失業である）が存在する。

⑪①②③④⑦式より，Y。一舗鴇1であるから，輪一（f’～1ヂN♂となり・F＜・

とN’、　・・を考慮すると鵠≧・．ただし等号‘まw＞wノのとき・かつこのときのみ・

　成立する。

⑫⑤⑥式より・砦＝w（Lwi＋滋・m）となり、モデルAにおいて前提とされている

　（そして経済的にみて妥当と思われる）偏微係数の符号を考慮し，かつ，S刎一Iwi＞0

　という仮定（もっとも単純なケインズモデルでは投資は所得から独立であるとされてい

るので，1．i－・となり，この仮定は仮定として設ける必要はない）をおけば・普≦・

　となる。（次の注⑬も併せ参照のこと）。

⑬このこと（｛⑤⑥｝が水平となること）は，所与の投資嚇効率表（すなわち投資態

　度）と所与の貨幣供給量のもとでは，貨幣賃金率が下落した結果として上昇する賃金単位

　表示の貨幣供給讐の増分が，すべて流動性選好による貨幣需要L2wに吸収され，取引

　動機および予備的動機による貨幣需要は不変のままである，という状態を示している。

　いわゆる流動性トラップに陥っている状態である。そこでは，第6図のL2試r）曲線から

　わかるように利子率は最低値r＊で一定であり，また物価は貨幣賃金率と同率で下落し，

　有効需要や雇用量は不変となり，それぞれY弘N＊の値をとる。注⑫に即していえば・
L。2がマイナ撫鰍となることを意味しており，このとき・栄一・となる・

　　　　　　　●
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5・モデルB（N・（号）－L・傷・）型モデル）

　モデルBは，モデルAの労働供給関数③を次の③た代えたものであり，他

の点はすべてモデルAと同様である。

③凡一峠）〉・Nk（里P）〉・

なお伽第5図の峠）を想定している・

　このモデルにおける解，とくに雇用量の決定は第8図のように示される。

第1・第2象現の曲線｛⑤⑥｝と｛①②⑦｝は第7図と全く同じである。と

ころが，モデルBにおける解（経済量）の決定は，モデルA（第7図）とち

がって，まず第1に労働市場を均衡させるように（②，③，④をみたすよう
　　　　　　　　　　　　　　　　wo
に）雇用量（N°ニN2）と実質賃金率（一＝P6）が点Eで決定され・次に・そこで決

定された雇用量にもとついて，第2象現において企業の利潤極大をみたすよ

うに（②をみたすように），総供給関数｛①②⑦｝を通じて，賃金単位表示の

所得Y秘が決定される。そのY易にもとついて，第8図の右側の図に示すように，

生産物市場均衡⑤をみたすように利子率r°と先に決っているY秘とによっ

て貨幣市場均衡⑥をみたすように貨幣賃金率W°が決定される。このW°と，

労働市場（第4矧で先に決定されている実質賃金畷とによって物価

p°が決定されることになる。第8図では失業は存在しない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Y．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r（Yw，　w冨）

④甲
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6．モデルC（Nε（w》－Lw（Yw）型モデル）

　モデルCは，モデルAの貨幣需要関数（⑥の右辺）を変えて，モデルAの

⑥を次の⑥’に代替したものであり，他はすべてモデルAと同様である。

⑥等L。（Y。闘Y・）〉・

なお⑥’の右辺Lw（Yw）は第6図のLw（Yω）を想定している。

　このモデルにおける解，とくに雇用量の決定は第9図のように示される。

生産物市場と貨幣市場の均衡を示す第1象現の曲線以外はモデルA（第7図）

と全く同様である。

第9図

④N，

ゆ②⑦｝

　　一一一一一一…一一…Yを

　　　　　　　　藁
ヒ＿｛騨｛』蝋、へ

1　　　　1
！　　　　　；

1　－＿＿＿Y甚
llll　　　　－＿一一一一一一一一ムー一一l　l　l｝ll

＿＿＿＿．ノニ＿＿＿＿＿　－E－一トー一一一一・一一一一一一

／　　i；
　　　　　　l　l　　⑥
　　　　ii；　　　　l　　　I　　　　l

量　　l　　l
l爵・1　　　‘

l　　　l　　　　l
l　　　l　　　　‘

1　　●　　8　　　　　　＿＿→

　叢o

③l

　l

1鷲ノ
r一十一…一…　　1

●

＿＿．一＿

w・，．一＿一＿．一一ここ話、　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45°

③ w

Yw

一一Yる

　…

　x島
ii

ii

　ii
li

r／r！’r° r

1－

iii

ii毒⑤＠”

　　　　　　r°’ rf”　re’

モデルAでは，貨幣賃金率と賃金単位表示の所得との関係は，生産物市場と

貨幣市場との同時均衡によってのみ求められる（第7図の曲線｛⑤⑥D。と

ころがモデル6では，その関係は生産物市場の均衡⑤に関係なく，貨幣市場

の均衡⑥のみから求められる（第9図の曲線⑥）。しかも，この曲線⑥は，第

9図に示すように，パラメーターである貨幣供給量Mのある所与の値によ

ってその位置が決るような直角双曲線である。
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　このモデルCにおける変数の決定関係は次のようになる。労働市場を均衡

させる貨幣賃金率と賃金単位表示の所得との関係を表わす曲線｛①②③④⑦

｝と貨幣市場の均衡を表わす曲線⑥との交点Eとして，この体系の一般均衡

は決定される。そ：で決った有効需要Y易に対応する労働需要は，第2象現の

曲線｛①②⑦｝（利潤極大という企業均衡条件）を通じてN。で表わされる。

他方労働供給は，はじめにY島と同時に決まった貨幣賃金率w°に対して，第3

象現の労働者の均衡条件③を通じてN2として表わされる。もとより，ここで

はN°＝N9である。しかしNノーN9だけの失業が存在する。

7・モデル以N・（号）－L・（・Y・）型モデル）

　モデルDは，モデルAに比べて労働供給関数として③の代りに③’を導入

し，かつ貨幣需要関数を変更して，貨幣市場均衡式⑥の代りに⑥’を導入した

ものである。

　このモデルにおける雇用量等の解の求め方は第10図に示すとおりである

が，その説明はモデルBおよびCの説明から容易に類推できるであろう。

　　　　　　　　　　　Yw　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Yw

ノ

　N
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8．3つの市場の間の関係

　各々のモデルにおける労働市場，生産物市場および貨幣市場の間の関係と，

それぞれの市場で決定される未知数とを示したのが第11図である。モデルA
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
はすべての市場の同時決定モデルである。モデルBでは，まず労働市場で労

働需給量Nおよu・N・と顯賃金率号とが決定sn・それから生産関数①と

定義式⑦を経てYwが決定され，そのYwから生産物市場で利子率rが決定さ

　　　　　　　　　　　　　　　第11図

モデルA

N

P

W

y

Yw

r

モデルC

モデルB

W

モデルD

　　　　　　　∠遍
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れ，そのrとYwとにより貨幣市場で貨幣賃金率が決定される。モデルCおよ

びDについても同様の解釈ができる。

　これより，市場の間の関係のみをとり出したのが第12図である。4つのモ

デルはすべて互に異なる「市場の間の関係」をもっていることがわかる。市

場間の依存関係をみると，モデルAは完全同時決定関係であり，モデルBは

完全一方因果関係であり，モデルCは同時決定と一方因果とがともに存する

関係であり，モデルDは完全一方因果であるとともに，2つの市場（生産物

市場と貨幣市場）で相耳関係が全くない，ということがわかる。

第12図

モデルA モデルB

⑭

㊥　　㊨

⑭
↓㊥↓㊨

モデルC モデルD

畜

⑳
／＼㊥　　　⑮

第12図の矢印で示した市場間の因果関係は非可逆的である。たとえば，モデ

ルBでは，労働市場の均衡は生産市場の均衡に影響を与えるが，その逆は成

立しない。すなわち，生産物市場の均衡は先決市場である労働市場の均衡を

みださない範囲で自己の市場を均衡させることができるだけである。

　ところで，これら4つのモデルの相違はただ2つの原因一労働供給関数

と貨幣需要関数の相違一より生じている。したがって，上述の市場の間の

関係の相違もただこれら2つの要因に帰せしめることができるだけである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
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そこで上述のモデルに即して，それが解をもつことを仮定したうえで次のよ

うにいうことができる。

　1°ケインズ型モデル（モデルA）はすべての市場の同時決定モデルであ

る。

　2°古典派型モデル（モデルD）は一方因果型モデルであり，先決市場は

労働市場であり，かつ次決市場である生産物市場と貨幣市場とは，市場の決

定関係からみて，依存関係はない（分離している）。

　3・労働供給が貨幣賃金率の関数である（N・（w）型）という条件と・貨幣

需要関数が流動性選好型（Lw（Y。，r）型）であるという条件とは・2つそろっ

てはじめてすべての市場の同時決定モデルとなる。

　4°労働供給が実質賃金率の関数であるという条件は，労働市場を先決市

場とする。

　5°　3°でのべた2つの条件が同時にみたされるのでなければ，利子率は

生産物市場を均衡させるように決定される。

　6°利子率が生産物市場を均衡させるように決定されるという命題（これ

は古典派的命題といえるのであろう）を成立させないためには，単に流動性

選好型貨幣需要関数だけではなく，労働供給が貨幣賃金率の関数であるとい

う条件も必要である。（5°より導出される）。　　　　　　　　，

9．流動性選好説，貨幣賃金の関数としての労働供給関数，貯蓄・投資の均

等式，および労働供給関数のシフト性の意味

　クラインは，有名な『ケインズ革命』の中で次のようにのべている。「一見

したところ，この体系（古典派体系一筆者挿入）とケインズ体系との相違

点は全く明白のように思われよう。ある者はその第一の相違点が貨幣数量説

を流動性選好説に変えた点にあると言い，他の者はケインズ体系の著しい特

徴が貨幣賃金で表わされた労働供給表をもって実質賃金で表わされた古典派
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’

的労働供給表に置換えた点にあると述べたが，さらに他の者はケインズの主

たる貢献が貯蓄一投資方程式の変更にあると指摘して，いっそう真実に近づい

諭これ以Xケインズ体系の本質的特徴として，この三っの他に労働供給

関数のシブト性を加えた次の4つをとりあげるのが普通となっている曹

　1．貨幣数量説に代えて流動性選好説をとること。

　2．労働供給が実質賃金率ではなく貨幣賃金率の関数であること。

　3．貯蓄投資の均等が利子率ではなく所得を決定するとしたこと。

　4．貨幣賃金率の関数としたときの労働供給曲線が下方にシフトしないこ

と。

　本節では，これら4つの特徴を上述のモデルに即して明らかにしよう。

　その前にまず「完全均衡」の定義をしておこう。ここでは「完全均衡」と

いうことばによって，どのモデルについてであれ，「モデルのすべての関係式

が成立している状態」と定義する曾ただし，上述のモデルA，B，ご，　Dに

ついては，完全均衡における解が経済的に意味ある（たとえば正値の）解で

あるという保証はないことに注意すべきである。

（1）流動性選好説の意味

　3つの市場の間の依存関係という点からみた流動性選好説の意味は前節で

明らかにしたので（前節3°，5°，6°参照）f．ここでは再説しない。

　上述の4つのモデルのうち，流動性選好説をとるものはAとBの2つであ

る。ゆえにこの2つを残りの2つと比べることによって流動性選好説の意義

⑭　LRKIein・The　KeVaesian　Revolution，　P・82．篠原三代平・宮沢健一訳『ケインズ革

　命』有斐閣，1963年，p．103．

⑮　従来「貨幣賃金率の硬直性」といわれているものは，ここにいう「貨幣賃金率の関数

　としたときの労働供給曲線のシフト性がみたされないこと」である。注⑫参照。「ケイン

　ズ体系独自の本質的特質として硬直性の仮定を選びだすものもある」という点はクライ

　？も指摘している。The　Ke　yneslan　Reuotution，　p．83．邦訳，　p．105．

⑯これはクラインの定義と同じである。The　Keynesian　Revolution，　p．86．邦訳，　p．108．
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を知ることができる。4つのモデルの図的表示（第7・8・9・10図）で

は，点Eはいずれも完全均衡を示している。ところが第9・10図（モデルC・

D）では，この点Eに対応する利子率は，生産物市場の均衡条件が⑤である

か⑤’であるか，また⑤”であるかによって正負いずれにもなりうる。（ここ

で，前節で示したように，モデルご・Dでは，生産物市場の均衡条件⑤は利

子率を決定するけれども，そこで決定される利子率は，上述のモデルに追加

的な条件を設けてモデルを修正しないかぎり，他の陸かなる市場にも影響し

ないし，したがって他のいかなる変数にも影響しない。ゆえに，そこで決る

利子率がたとえ負値であるにせよ，モデル自体の中で正値にさせるような再

調整はありえない，ということに注意すべきである。）これに対して，モデル

A．Bでは，先に流動性選好関数として第6図のようなLw（Yw・r）を想定し

ているので，生産物市場の均衡条件⑤の如何にかかわらず9完全均衡におけ

る利子率r・は常にr・≧r・＞0である。ゆえに・まず次のようにいうことが

できる。

　7°完全均衡が存在するとすれば（この存否は後で検討する），流動性選好

説は，その完全均衡における利子率が流動性トラップの利子率より小さくな

いことを保証する。

　8°　流動性トラップの利子率が正値であるとすれば（これは妥当であろ

う），7°より，生産物市場の均衡条件の如何にかかわらず，流動性選好説は完

全均衡における利子率の正値性を保証する。これに対して，貨幣数量説は完

全均衡における利子率の正値性を保証しない。

　ところで，正の利子率をもつ流動性トラップの存在は，8°の帰結を導出す

るための十分条件ではあるが，必要条件ではない。すなわち，流動性トラッ

プの有無にかかわらず，貨幣市場を均衡させるYwとrとの関係が・Yw＞

0のとき常に，＞0なるものであれば，8°の帰結は成立する9ゆえに・8°は

⑰これは，SUtY．　r）＝＝　lu〈Yw，・）をみたす・とYwの船せのうち・　Y・〉°のとき「＜°

　なるものの有無にかかわりないことを意味している。

⑱　流動性トラップの存在の意味は後にのべる。
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9°に一般化できる。

　9°　貨幣市場を均衡させる賃金単位表示の所得と利子率との関係が，前者

の正値に対して常に後者の正値が対応するという条件をみたすなら，生産物

市場の均衡条件1こ関係なく，完全均衡では利子率の正値性は保証される。

　さて，クラインは，貯蓄投資の所得決定論がケインズ革命の核心であって，

流動性選好説はケインズ体系の本質的要素ではないということを指摘するた．

めに，完全雇用所得を貯蓄投資均等式へ代入して求められる利子率が負値で

あるかも知れない，ということを用いている曾ところが，流動性選好関数が

9°の条件をみたすなら，完全雇用所得を貯蓄投資均等式へ代入して求められ

る利子率が負値ということは，それが完全均衡ではないということであり，

完全均衡を問題とするかぎり，クラインの指摘に関係なく，9°は成立する。

ゆえに，次のようにいうことができる。

　10°　完全均衡（モデルによっては必ずしも完全雇用を意味しない）を問題

とするかぎり，完全均衡での利子率の正値性を保証する幽めには，流動性選

好関数または貯蓄投資均等式のいずれか一方の形状が，Yω＞0に対して常

にr＞0であるようなものであれば十分であり，両式のあいだに重要性の相

違はない。

　11°流動性選好説の代りに貨幣数量説をとるモデル（CおよびD）では，

貯蓄投資均等式の形状だけが利子率の正値性を左右する。

　したがって，流動性選好関数をもたない古典派型モデル（モデルD）では，

完全均衡（これはモデルDでは必ず完全雇用均衡である）における利子率が

正値であることは，生産物市場の均衡条件（貯蓄投資均等）をみたすYw＞

0に対してr＞0が対応するということと同値である。そこで，前節で示した

ように（第11・12図参照），モデルDでは労働市場でNが先決され，それに

応じてYwが決るのであって，　rがYwへ影響することはできないので，結局

r＞0を保証するためには，いかなるYw＞0についても生産物市場均衡条

件をみたすr＞0が存在しなくてらならない。このことは，生産物市場を均

⑲　LRKIein・The　Kaynesian　Revolution，　P．P．42・43，84－85．邦訳，　P．53，109．107．
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衡させる（＝貯蓄投資を均等させる）ように正の利子率が決定されるという

「近代的レベルにおけるセイ法則」⑳磁立すること臆味している・

（2）流動性トラップの意味

　流動性トラップと完全均衡における利子率の正値性との関連については，

8°でのべたので再説しない。

　第7・8図からわかるように，

　12°　生産物市場と貨幣市場とを同時に均衡させる貨幣賃金率と賃金単

位表示の所得との関係（図の｛⑤⑥｝）において，流動性トラップは，貨幣

賃金率の低下が賃金単位表示の所得を増加させないこと（図の｛⑤⑥｝の水

平部分）を意味している9i＞

　したがって，

　13°労働供給が貨幣賃金率の関数である場合（モデノヒA＝ケインズ型モデ

ル），流動性トラップがあると，労働供給曲線N・（w）のどのような下方シフト

（したがっL（完全雇用に対応する貨幣賃金率wfの低下）によっても，失業を

解消しうるという保証はない？

　14°労働供給が実質賃金率の関数である場合（モデルB），流動性トラップ

があると，完全均衡があるという保証はない。

（3）貨幣賃金率の関数としての労働供給関数の意味

　労働供給関数が貨幣賃金率の関数であるのはモデルA・Cであるから，こ

れらと，他の2つとを比べることによって，その意味を知ることができる。

⑳　川口弘「流動性選好説にみるケインズ理論の核心」『週刊東洋経済』1965年12月2日，

　P．36．

⑳流動性トラップはこの水平部分を生じさせるための十分条件ではあるが，必要条件で

　はない。なぜなら投資の利子弾力性がゼロなら，水平部分が生じるから。

⑫　労働供給曲線N，（w）の下方シフトとは，同じ労働供給に対してより低い貨幣賃金率が

　対応することを意味する。このことを労働供給曲線の下方「シフト性」ということにす

　る。それは，第2節で注意したように，「伸縮性」とは異なる概念である。
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市場の依存関係との関連でのその意味は，すでに3°～6°でのべたので再説

しない。

　15°労働供給関数が実質賃金率の関数であれば，完全均衡が必ず存在する

という保証はないが，貨幣賃金率の関数であれば，その保証がある。

　16°労働供給が実質賃金率の関数であるときの完全均衡は必ず完全雇用

であるが貨幣賃金率の関数であるときのそれは，完全雇用とはかぎらない。

　そもそも労働供給が貨幣賃金率の関数であるというのは，労働供給側（労

働者）の真の合理的要求であるとはいえない。したがって労働供給を貨幣賃

金率の関数とすることは，「労働者の側の貨幣錯覚」を意味しているようにも

考えられる？しかし，「ある範囲内においては労働者の要求するものは最低貨

幣賃金であって，最低実質賃金ではないというのが事実であろう。……日常

経験がわれわれに語るところは，疑いもなく，労働者が契約上要求するもの

は（限度はあるとしても）一定の実質賃金であるというよりはむしろ一定の

貨幣賃金であるという事態は，単にありうることどころか，正常な場合であ

るということである。……論理に合うにしても合わないにしても，経験はそ

のこと（労働者が貨幣賃金の引下げに抗争して実質賃金の引下げには抗争し

ないこと一筆者挿入）こそが労働者の実際の行動であることを示してい

る？」とケインズをして言わしめたのは，労働者側に貨幣錯覚があるからでは

なく，労働者側には，好むと好まざるとにかかわらず事実の問題として，実

質賃金率を要求する力はなく，ただ貨幣賃金率のみ交渉する力がある，とい

う認識なのである。ゆえに，

　17°労働供給を貨幣賃金率の関数とすることは，労働者側には実質賃金率

を要求する力はなく，ただ貨幣賃金率を要求する力があるにすぎない，とい

う認識にもとついている。

　この認識こそ（そして，後にのべるように，その認識を含むより一般的な

認識こそ）ケインズが古典派と区別される決定的な相違なのである。

⑫　L．　R．　Klein，　The　Keynesian　Revolution，　PP．80～81邦訳，　P．102．

⑳　The　General　Theo，　y，　PP．8－9，邦訳，　PP．10－11．
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（4）貯蓄投資均等による所得決定の意味

　貯蓄疫資均等理論がケインズ体系の核心であるというクラインの主張は次

のようである？まずクラインは彼の主張を上述のモデルBにもとついて行

なっている（『ケインズ革命』の本文においても，「専門家のための附録」に

おいても）ことに注意しなくてはならない。モデルBを図示した第13図に

よって説明しよう．①②③④⑦よりN・・N唱・y・，Y易が決る・こ

うして決ったY駅当然完全雇用を保証している）を貯蓄投資均等式⑤へ代入

　　　　　　　　　　Y。　　第13図　　　　　　　Yw　　　　　　，
｛①②⑦｝

④粛，瓦IN魯1

＿＿＿＿一一＿＿＿＿一＿＿＿＿＿＿一一＿＿一一
　　　一y易

Yw
＿
＿＿＿脚＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿囎＿囎一一一＿＿＿＿1曽一～

　　　　　　　　　　　　　Y”

、｛⑤⑥｝

W
r　　　　　r　　　r

1・（Y・v・・w’）

　　　　　　　　　　P

すると・・、が求まるがその・・が負値であるかも知れない瓢れは繍的に

無意味だから，，〉・となるように「ある調整」が行なわれる＠そこで・は

r＞0によって制約されているから，Ywが動いてSw（Y．　r）＝Iw（Yw・r）

となるように調整される響（第13図のYw）。それに応じて，（労働需要曲線は

㊧　LR．　Klein，　The　Kepmesian　Revolution，　PP．83－90・202・204・邦訳・P・P・1α5－114

　262－a　4．

㊧　これは第12図に示すように，そもそも完全均衡がないということである。

⑳LR．　Klein，　The　Keynesian　Revol”tion，　P．85．邦訳，　P・108・

⑳　L．R．　Klein，　The　Keynesian　Reoolution，　P，203，邦訳，　P・262・
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以前と同じに保持されるので）失業（第13図のN、－N）が生じる。ここで

は流動性選好関数は働く余地はなく，ただ，上で決ったYwとrに応じて，

wを決めるだけである。それゆえ，「流動性選好理論をもって現代経済体系の

本質的要素とみる必要はない。それは単にこの理論を纒めあげ，これを完結

させるだけである。」ということになり，また「貨幣方程式は単に賃金および

物価の水準を決定する目的に役立つだけであって，新しい経済学と古い経済

学との相違を示すうえに本質的な役割を演じない。」ということになる噌

　この説明は一見説得的である。しかし，この説明には落し穴がある。それ

は，完全雇用所得Yる＝Y易（第13図では必ずYる＝Y脇　）に応じるSw（Y易，

r）＝Iw（Y鉱r）なるrがr＜0のとき，　r＞0になるように「ある調整」が行

なわれるというときの調整の仕方が明らかでない，ことである。もしクライ

ンのようにr＝0として論を進めるならば曾r＝0の根拠（r・3％でない根

拠）を示さねばならないgそうでなければr＝0という全く新たな条件（モデ

ルBにはr＝0という条件はない）を追加しなくではならない。第13図のよ

うにr＝fとしても，その根拠を明らかにしなくてはならない点はr＝0と

する場合と全く同様である。

　ここで思い出されるのは，まだ貨幣市場均衡条件⑥したがって流動性選好

説を用いていない点である。ところが，このクライン・モデル（上述のモデ

ルBに等しい）では，先にクライン自身のことばを引用したように，貨幣市

場均衡条件はwを決定するだけで，他に何の作用もなしえない（第11図参

照）。したがって，上述の「ある調整」をするうえで，貨幣市場均衡式（した

がって流動性選好説）は役立たない。

　この説明では，「ある調整」の仕方が明ちかとなって，Ywとrとが決らない

かぎり，雇用も決らない。しかも，その「ある調整」をクラインのように，

何ら説明なしにr＝0（一般的にはr＝0にかぎらずrを与えればよい）とするよ

うに，rを与えてしまうならば，そのrに応じていくらYwや失業が決定されよ

⑳LRKIein，　The　Kaynest’an　Revolution，　P．P．42，86．邦訳，　Pp．53，108．

⑳LR．　Klein，　The　Ke　vezesian　Revolection，　P．203，邦訳，　P．262．
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うとも，説明を尽したことにはならない。問題は何ら解決されていない。

　この矛盾を解決するのは，いってみれば簡単である。ケインズの理論（そ

れは失業均衡の可能性を論証する理論である）を説明するには，クラインが

説明に用いたモデル（上述のモデルB）を放棄して，ケインズ型モデル（上

　　　　　　　　　　）述のモデルA）を採用すればよいだけである。けだし，ケインズの理論を説

明するのに，ケインズ型モデルを用いなければ（たとえば上述のクラインの

ようにモデルBを用いれば）失業均衡の可能性の論証に矛盾を生じ，ケイン

ズ型モデルを用いれば矛盾なく説明できるというは，至極当然のことである。

　では，モデルAがモデルBとちがって，ケインズ的であるとはどの点をい

うのであろうか。

　それについては，モデルBには流動性選好説が採用されてはいるが，しか

しそれが生かされる（本来の機能をはたす）ような方法で導入されていない

からであると考える人があるかも知れない。それはそれとして正しい。しか

し，それは問題の解決を示していない。なぜなら，流動性選好説をして本来

の機能をはたさせないのは，第8節（第11図）で示したように，モデルBに

おける市場間の関係が労働市場→生産物市場→貨幣市場という順に一方因果

的に決定されるからである。それゆえ，貨幣市場は利子率に何ら影響しえず，

したがって貨幣市場が流動性選好説にもとついているにもかかわらず，その

市場は「ある調整」をなす余地がないのである。このような一方因果的な市

場間の関係を訂正して，ケインズの失業を（r＝iというような説明されない追

加条件なしに）説明するためには，モデルの一部を変えてモデルAに示され

ているように，そしてケインズがそうしたように，労働供給を貨幣賃金率の

関数とすれば十分である。こうすれば，第7図（モデルA）からわかるよう

に，完全均衡が常に存在し（15°参照），その完全均衡は失業を含む可能性をも

ち（16°参照），しかも，その均衡利子率は必ず正値である（7°，8°参照）。

　この点に関連して，ケインズの次の指摘を忘れてはならない。「……ある範

囲においては労働者の要求するものは最低貨幣賃金であって，最低実質賃金

ではないというのが事実であろう。古典学派は，このことは彼らの理論に重



一
228－（228） 第24巻第1・2・3号

大な変化をもたらすものではないであろうと暗黙のうちに想定していた。し

かし実際はそうではない。なぜなれば，もし労働の供給がその唯一の変数と

しての実質賃金の関数でないならば，彼らの議論は完全に崩壊し，現実の雇

用量がどうなるであろうかという問題をまったく不定として残すことになる

からである？」

　したがって次のようにいえるであろう。

　lsc貯蓄と投資をともに所得（賃金単位表示）だけの関数としない限り，

貯蓄投資均等式がケインズ体系の中で論理的に特別な重要性をもつとはいえ

ない。ただし，現実には貯蓄，投資がいずれも利子弾力的でないという指摘

やそれから出てくる政策的帰結は別に論じなければならない。

　19°投資の利子非弾力性から生じる所得（賃金単位表示）の上限の存在につ

いては，流動性トラップについて12°，13°，14°でのべた帰結がそのまま妥当

する。

㈲　労働供給曲線の下方シフト性

　かって貨幣賃金率の下方硬直性が失業の原因であるといわれたことがある

が，そのとき硬直性とは，労働者が労働供給態度を変えないということであっ

て，ここでいうところの「労働供給曲線がシフトしない」ということに他な

らない。wはモデルの中で決定されるのであるから，それが独自に動くこと

はそもそもありえないことであり，「貨幣賃金率の切下げが失業を減じる」な

どというときの切下げとは，労働供給曲線の下方シフト（労働供給態度の変

更）に他ならない。さてモデルAとCによって次のことがわかる。

　20°流動性トラップと投資の利子非弾力性の2つがともになければ，貨幣

賃金率の関数としての労働供給曲線の下方シフトによって必ず完全雇用が保

証される。上の2つのいずれか1つでもあれば，それは保証されない。

　21°貨幣数量説を前提とすれば，（利子率の正値条件を別にすれば）貨幣賃

⑳　The　General　Theory，　P　8－9，邦訳，　P．10．
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金率の関数としての労働供給曲線の下方シフトによって必ず完全雇用が保証

される。

10．ケインズ経済学と社会的勢力

　モデルの解，たとえば所得や雇用量など，を決定するのは，モデルの均衡

、条件式，その均衡条件式の左右にある関数の形・およびパラメーターである・

したがって失業もこれらのものに依存する曾上述のモデルに即していえば次

の10個である。

　（1）労働市場均衡条件式，N＝N、

　（2）生産物市場均衡条件式，Sw　・Iw
（3）貨幣市場均衡条件式，￥＝＝　Lw

（4）労働供給関数N、（w）またはN・（署）’

（5）’労働需要関数号一f㈹

　（6）貯蓄関数，Sw（Yw，　r）

　（7）投資関数，Iw（Yw，　r）

　（8）貨幣需要関数，Lw（Yw，　r）

　（9）貨幣供給量，M

　（1①　生産関数，y・・f（N）

　モデルA（第7図）において，点Eは完全均衡点であるが，失業がNノーN9だ

けある。もし失業を解消しようとしたらどういうことが生じるであろうか。，

それはモデルAの①～⑦式に加えて，

　⑧N、＝Nノ（またはw＝w！）
を追加することである。ただし，N孔w！は完全雇用における労働量および賃

金率であって所与である。方程式8個に未知数は前と同じ7個であるから過

剰決定であり，一般には解の存在が保証されない。

　⑳　クラインもこのことを指摘している。「人はケインズ的諸関数の形状の決定因を研究す

　べきである。これらが戦略的経済変数なのである。それらは完全雇用の解が可能か否か

　　を語ってくれる。」LRKIein，　The　Keynesia．n　Reualution，　P・90・邦訳・PP・113’114・
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　そこで，完全雇用条件⑧を導入した代りに生産物市場均衡条件⑤を排除す

ると，点Qで表わされる新たな体系（①～⑧のうち⑤を除いた体系）での均

衡がえられる。また⑥を除くと，新たな体系（①～⑧から⑥を除いた体系）

の均衡Pがえられる。

　また労働需要関数②に代えて，利潤極大条件に代る労働需要関数を設けれ

ば別の均衡をうることができる。たとえば，周知のフルコスト原理によって，

②P－（1＋m）摯すなわちN－（rf－t）w

　　　m：マークアップ率

なる労働需要関数を設定すれば，マークアップ率mの値によって，いろいろ

の均衡をえることができる。ここで，mを未知数として，企業が自由に変えな

いものとすると，完全雇用を保証するようにmを決める可能性がでてくる。第

14図では完全雇用を保証するようにマークアップ率が決められるとしたと

きの完全雇用均衡が点Eで示されている。これに対して，m＝m’に固定さ
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れている（すなわち企業がm’に固定した）ときには失業NノーN’sが生じる

ことを示している。

　その他，貯蓄関数，投資関数，貨幣需要関数のシフトによって均衡値を変

えることができ，したがって失業量を変えることができる。

　ところで，何らかの追加条件，たとえばr＝f＞0やw＝壷など・に

よって均衡条件（1）（2×3）のいずれかが排除されるとすれば，その排除された均

衡式の当事者のうち需要者か供給者の一方は，（4）～（8）で示されている要求が

みたされないことになり，その主体にとっては「均衡」ではなくなる。たと

えば上述のクライン・モデル（モデルB）ではr＝fにより均衡条件のうち労

働市場の均衡条件が排除され，その当事者のうち労働供給者はその労働供給

関数で示される要求をみたされなくなった状態が示されている。

　しかしながら，どの市場均衡条件が排除され，かつその市場の当事者のう

ち需給どちらの当事者が均衡から排除されるかは，モデルの的提とすべきこ

とであって，決してモデルの中から決ってくることがらではない。どの市場

の均衡を排除し，その市場の需給主体のいずれの均衡をみたさないかは，モ

デルが現実妥当性をみたすように作られるとすれば（それは当然のことであ

るが）モデル作成者の現実認識，すなわち，経済主体間の「社会的勢力」の

関係についての認識に依存する。

　この点からケインズ経済学をみれば，3つの市場のうち労働市場の均衡を

排除し，しかもその需給当事者のうち労働者の要求をみたさないのが最も現

実の「社会的勢力」の関係を反映しているというケインズの認識があること

がわかる。したがって，失業の存在可能性を説明するケインズ理論を古典派

　と区別する決定的な点は，第1に，「社会的勢力」の関係が，もはや「すべて

の市場を均衡させる」ようなものではなく，第2に均衡から排除される市場

　として労働市場を選び，かつその市場の主体のうち労働者の均衡をみたさな

　いような形で「社会的勢力」の関係をとらえるのが最も現実を反映している，

　という認識なのである。労働供給を貨幣賃金率の関数とすることは，かかる

観点からケインズ経済学におけるその重要性を主張することができる（17°参

、



一一
232－（232）・ 第24巻第1・2・3号

照）。

　ケインズは「社会的勢力」をモデルの中に導入するさい，しばしば「予想」

という形で導入していることに注意しなくてはならない。所得および雇用決

定の有効需要理論における2つの要因一総供給関数と総需要関数一は，

いずれも企業の予想するものである。また投資を決定する一方の要因たる資

本の限界効率表（それは投資の利子非弾力性の原因ともなる）も企業の予想

に依存する。そしてもう一方の要因たる利子率の決定因については，（管理通

貨制を前提としておいて，貨幣供給を政策変数としておくと）貨幣需要（そ

れは流動性トラップの原因ともなる）は，ケインズでは主に利子生活者の予

想に依存している。tケインズ経済学における予想の重要性はさまざまな観点

からみることができるが，上述の「社会的勢力」の入り込む通路としての観

点から予想の重要性をみることは，ケインズ経済学の性格からみて極めて大

切であるといわねばならない。

　ケインズが古典派の第1公準を採用したことは，後のケインズ経済学の展

開において大きな問題を残すこととなったが，上述の「社会的勢力」の認識

という点からみるとその意味は明瞭となる。すなわち，ケインズ理論にとっ

て（ケインズ自身の思想とは別であるが），第1公準は不可欠のものではない。

それは上述のような7ルコスト原理（ただしマークアップ率は企業の要求を

反映しているパラメーターとする）でも何ら差しつかえない。要するに企業

の「社会的勢力」を反映するための企業の要求を示すものであれば十分なの

である。第1公準はケインズ・モデルにとっては単にこのための意味をもつ

だけである。

　それゆえ，ケインズ理論は本来，寡占理論（それはまさに「社会的勢力」

の経済への影響の理論の典型である）の要素をもっているのである。したがっ

て，企業の「社会的勢力」の優位性を貫徹させる理論であるかぎり，それは

ケインズ理論と共通の要素をもつことになる。ζういう考え方に立ってこそ，

第1公準を前提とするケインズ理論が，その点で非現実的といわれながらも，

戦後経済において完全雇用を達成するうえで有効性を発揮したことが説明で
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きるのである。

　さらにこの考え方によって現代のインフレーションも，まさにケインズの

申し子として理解することができる。すなわち，ケインズでは，第15図に示

すように，貨幣供給量を所与として，生産物市場と貨幣市場を均衡させ，労

働市場を不均衡にさせるということが考えられている。しかしながら，そう

いう「社会的勢力」の関係は現代では成立していない。企業の勢力は管理価

格に代表されるが，労働者もまたある程度の賃金要求とともに完全雇用を求

めうる勢力をもちつつある。かくて，すべての布場を均衡させるためには，

もはや貨幣供給量は政策変数であるよりも，すべての市場を均衡させるよう

に決定されるものになった（第16図参照）。かつての貨幣を通じてのコント

ロールから今や貨幣がコントロールされざるをえなくなったのである。これ

が貨幣政策の現状である。それは，第15・16図に示すように，ケインズモデ

ルの因果関係を逆転させただけなりである。

　　　　　　　第15図　　　　　　　　　　　　　　　第16図

　　　　　　　　　　　M所与　　　　　　　　　　　　『Mの決定

生産物市場

　均　衡

労働市場

不均衡

貨幣市場
　均　衡

生産物市場

　均　衡

労働市場

均　衡

貨幣市場
　均　衡

ケインズが古典派と異なる点は，いろいろの観点からいろいろと指摘でき

るし曾それぞれ後の経済学の展開に多大の影響を与えているのであるが，そ

の最も基本的な点は，上述のように「社会的勢力」についての認識の仕方に

あると思われる。ケインズ経済学の各種のすぐれた点は失業を説明する上で

大いに役立ってはいるが，しかし，すでにのべたような「社会的勢力」にっ

⑳拙樹古典派，ケインズ，およ槻代繍」r山・経済学瀦悌23巻第1・2号・

　1974年5月，参照。
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いてのケインズの認識なしには「失業」は説明できない。それはまた，「失業」

はすぐれて社会的なものであり，決して単に生産技術的なものではない，と

いうことでもある。この認識によって，スミス以来の「見えざる手」による

予定調和的経済像がくずれ去り，その結果として「失業」の発生をもたらす

ということになる。ただし，注意すべきことに，予定調和的経済像がくずれ

たからといって，すぐに「失業」が説明できるわけではない。さらにすすん

で「失業」を説明するためには，予定調和がくずれた結果と亡て出てくる経

済像における「社会的勢力」の関係が，上でのべたように「失業」’をもたら

すようなものでなくてはならないのである。（1975．3．3）

（本稿は昭和49年度文部省科学研究費補助金による研究成果の一部である。）
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